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１. はじめに

現在、世界には多くのFTAが発効中または交渉中である。代表的なFTA(広い意味で経済

統合)としては、ヨーロッパにEU、北アメリカにNAFTA、アジアにASEANなどがある。東

アジア地域の経済成長とともに東アジア市場は世界の各国から関心が集まっている。特に

東アジア地域と隣接しているオセアニア地域のオーストラリアとニュージーランドのFTA

政策方向が同じであることから、この二つの地域を同時に意識している。例えば、東アジ

ア地域包括的経済連携(RCEP：Regional Comprehensive Economic Partnership)と環太平洋パー

トナーシップ(TPP：Trans-Pacific Partnership)がそれに該当するといえる。中国を含む東アジ

ア地域は世界で一番急速に経済が成長している中心地である。したがって、東アジア地域

のFTA交渉方向は世界経済に非常に重要な意味を与えている。この理由で、日本、米国、

中国は東アジア地域での主導権を確保しようと激しくぶつかっている。主導権を確保する

ということはFTA交渉において影響力を発揮し、東アジア地域で自国指向の経済秩序の構
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築に有用であるという意味である。

日本は、米国主導のTPPに参加することで外交・安保的な側面を確保することで中国に

対応し、米国とともにアジア太平洋地域での主導権を確保しようとしている。中国は、

ASEANとの関係を強めながら日中韓FTA及びRCEPで有利な立場を確保することで東アジ

ア地域に中国の意図する地域経済秩序を構築しようとしている。韓国は、2003年の策定し

た｢FTAロードマップ｣戦略において｢グローバル的FTAハブの構築｣という目標のため、EU

や米国のような巨大市場の確保と高い水準の包括的FTA締結を推進してきた。最新の｢新通

商ロードマップ｣戦略をベースに中韓FTAを締結したことで日中韓FTAとRCEPの交渉に有

利な立場を確保したといえよう。

本研究は、日中韓３カ国がそれぞれ異なるFTA戦略をもっている中、中韓FTAが締結さ

れたことで、今後の東アジア地域でのFTA環境変化と日本FTA政策に及ぼす影響について

考察することが目的である。

東アジア地域に関係する先行のFTA研究として、Lee Hong-SikとWang Yoon-Jong(2004)は

66カ国のデータを利用し、日中韓FTA締結による貿易構造と経済成長との関係について、

日中韓FTAが締結すれば域内貿易の増加と貿易構造変化にプラス効果があると分析した。

Lee Chang-Gyu外(2006)はプロビットモデル(Probit Model)による中国のFTA交渉国に関する

決定要因を分析し、中国は地理的な近接性とエネルーギ資源賦存量が多い国とFTAを締結

する可能性が高いと主張した。Lee Chang-SooとLee Jang-Gyu(2007)は中国のFTA締結中及び

FTA交渉中の国と地域を対象に経済的効果を分析し、中国の立場から経済的効果を創出で

きるFTAとしては中アセアンFTA、中韓FTA、日中韓FTAであると主張した。

Jeong In-GyoとCho Jeong-Ran(2008)は一般均衡(CGE)分析の結果、中韓FTA締結が韓国の

製造業に及ぼす影響(生産、雇用、交易)はプラス面がある反面、中国からの農産物輸入増

加による産業被害が大きくなると結論付けた。Lee In-GooとCho Joon-Hyun(2008)は143カ国

データを利用し、中国のFTA締結の決定要因について、中国は地理的な要因、石油賦存、

鉱物資源など地下資源の要因が大きく作用されたことを明らかにした。

中韓FTA締結とその発展展望について、白士彦·张一凡·马越(2015)は中韓FTAを通じて相

互の国際競争力を高めるとともに東アジア経済発展にプラスになると分析した。张东明·朱

绪鹏(2015)は東アジア地域には日中韓FTAやRCEPなど多様なFTA枠組みがあるが、韓国は

2013年TPP参加を表明することもあり、中韓FTAが締結したことでTPPへの交渉により積極

的になるであろうと主張した。杨莉(2015)は、日中韓３カ国の商品貿易とサービス貿易の

データをベースにした貿易集中度と相互依存度について、商品貿易とサービス貿易との関
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係は比較的密接で相互依存度も高く、日中韓FTAが締結されれば貿易成長潜在力が非常に

高くなると主張し、日中韓は東アジアでとっても重要な3大経済国で東アジアの地域経済統

合のために努力しなければならないと主張した。

2. 東アジア地域でのFTA交渉と主導権競争

世界経済で東アジア地域の占める比重がますます高くなっている中、東アジア地域では

同時多発的に多くのFTA交渉が進行中である。東アジア地域と関連された多国間FTAとし

ては発効中であるASEAN(10カ国：インドネシア、カンボジア、シンガポール、タイ、

フィリピン、ブルネイ、ベトナム、マレーシア、ミャンマー、ラオス)があり、交渉中の日

中韓FTA、ASEAN＋3(日中韓)、ASEAN＋6(日本、中国、韓国、オーストラリア、ニュー

ジーランド、インド)、RCEP(ASEAN＋6と同様の交渉国)、TPP(12カ国：ブルネイ、シンガ

ポール、マレーシア、チリ、ベトナム、日本、オーストラリア、ニュージーランド、ペ

ルー、メキシコ、米国、カナダ)など混在している。これに二国間FTAを加えれば、締結さ

れた中韓FTA,交渉中の日中FTA、中断されている日韓FTAなど非常に複雑な状況である。

＜表2-1＞を見ればわかるように、これまで東アジアにおけるFTA交渉はASEANを中心に

行ってきていることがわかる。すでに日中韓3カ国はそれぞれASEANとFTAが発効中であ

る。しかし、米国主導のTPPが交渉の大詰めを迎えており、日中韓FTAとRCEPは交渉を始

めたばかりである。今後、東アジア地域での経済秩序の主導権がどうなるかは予測を極め

る。現在、東アジア地域でFTA交渉の主導権は、日本、米国、中国が競争しているといえ

よう。＜表2-2＞にあらわしたように、中国は2002年にASEANとFTAを締結した後、2003年

に香港とマカオ、2008年にシンガポール、2010年に台湾、2015年に韓国とFTAを締結し、

まず東北アジアで中国主導の流れを形成している。これからは日中韓FTAとRCEPを成立さ

せ、東アジア地域での主導権を確保しようと見られる。RCEPは日本と中国がASEANに共

同提案し、2013年8月から交渉が始まった。中国が東アジア地域を中心に積極的にFTAを展

開する理由は中国経済の状況から国益を実現するのに有利であると判断したと見られる

(Kim Do-Hoon、2014)。
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＜表1＞　東アジア地域におけるFTA推進状況

日本 中国 韓国

ASEAN 締結済 締結済 締結済

中韓FTA ― 妥結済 妥結済

日中韓FTA 交渉中 交渉中 交渉中

日中FTA 交渉中 交渉中 ―

日韓FTA 交渉中断中 ― 交渉中断中

ASEAN＋３ 交渉中 交渉中 交渉中

ASEAN＋６ 交渉中 交渉中 交渉中

RCEP 交渉中 交渉中 交渉中

TPP 交渉中 交渉中 交渉中

資料：日本貿易振興機構(2015) http://www.jetro.go.jpより作成。

＜表2＞　中国の締結済みのFTA現況

対象国・地域 締結日 発効日

ASEAN 2002.11.4. 2005.7.20.
Hong Kong 2003.6.29. 2004.1.1.
Macao 2003.10.17. 2005.1.1.
Chile 2005.11.8. 2006.10.1.
Pakistan 2006.11.24 2007.7.1.
New Zealand 2008.4.7. 2008.10.1.
Singapore 2008.10.23. 2009.1.1.
Peru 2009.4.28. 2010.3.1.
Costa Rica 2010.4.8. 2011.8.1.
Taiwan 2010.6.29. 2010.9.12.
Iceland 2013.4.15.
Swiss 2013.7.6.
Korea 2015.6.1.

資料 : 中国自由贸易区服务网(2015) http://fta.mofcom.gov.cn/index.shtmlより作成。

このような流れの中で、米国主導のTPPに日本が2013年3月参加を宣言し、2014年7月か

ら正式な交渉に参加することによって、中国は東アジア地域において日本と米国の挑戦を

受けることになった。本来、TPPは経済規模の小さい4カ国(P4:ブルネイ、シンガポール、

ニュージーランド、チリ)が2005年㋅に締結し始まったものであるが、2010年3月から米国

が主導権を握り、オーストラリア、ペルー、ベトナム、マレーシア、メキシコ、カナダ、

日本などの参加を呼びかけ、その規模が大きくなった。このTPPに対して韓国は2015年4月
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に参加を宣言したものの、いまだに正式な交渉には参加していない1)。

米国は2008年金融危機の以降、経済回復のための通商政策を策定した。それは輸出市場

をアジア地域に向けて開拓するため、TPPをその手段として考えたようである。しかし、

TPPの原加盟国(P4)は経済規模が小さいため、現在の12カ国に大きくしたが、交渉国の半分

はすでに米国と二国間FTAを締結済みの国である。この観点から見ると、米国が単純に経

済的な理由でTPPに積極的であるという点は説得力が欠ける。それよりも東アジア地域に

おいて中国の影響力をけん制するとともに、既存の自国の影響力を維持するための政治

的・軍事的な目的が大きいと見られる(Yang Kwangsoo・Kim Do-Hoon、2015)。

中国の立場からみると、米国主導のTPP推進は東アジア地域での中国の影響力に対して

米国の対応策として受け止めている。米国が設計しているTPPは関税撤廃のみならず多様

な制度改革等のある高い水準のFTAであるため、中国としては現実的に参加できない状況

である。この理由で中国からみるTPPは中国が想定している東アジアの地域経済秩序(開発

途上国型のFTA)と共有できない高い水準のFTA形態で、米国が意図的に中国をけん制する

戦略であると認識している。したがって、東アジア地域において大規模のFTA交渉は日本

と米国、中国の主導権争いになったといえよう。

3. 日中韓における中韓FTA締結の意味

中韓両国は、1992年国交正常化の以来、経済交流の規模が急速に成長し、貿易部門と投

資部門の相互依存関係が強化された。中韓両国の貿易総額は年平均20％以上の急成長とと

もに交易規模が50倍も拡大された。2013年の中韓両国の貿易総額は、初めて2,700億ドルを

突破し、韓国は中国の第3大貿易相手国となり、中国は韓国の最大の貿易相手国となった。

中韓両国の貿易は、国際分業構造に基づいた加工貿易の割合が高いことが特徴である。韓

国は中国に原材料や副資材、中間財を輸出し、中国はこれを再加工して輸出する構造を

持っている。したがって、中国の持続的経済成長とともに韓国の対中国輸出も急激に成長

したと見られる(白士彦ほか、2015)。

中韓FTA交渉は、2004年のASEAN＋3会議で中韓の通産大臣が民間共同研究に合意をし

たことから始まった。その後、民間共同研究と産学官共同研究を終え、2012年5月14日に北

1) 韓国の正式なTPP参加は現在の12ヶ国の交渉が終了後になると知られている。
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京で第1回中韓FTA交渉が開始された。2014年11月10日に北京で中韓FTA妥結を宣言し、

2015年2月25日締結に仮署名し、2015年6月1日締結に正式に署名し、批准手続のみを残して

いる。中韓FTAが発効すれば、韓国はFTA締結国との貿易割合が貿易総額の64.3％まで増加

すると見られる(Trade Brief、2014)2)。中韓FTAの貿易自由化の割合は、従来のFTAよりも

高くはないが、名目の国内総生産(GDP)で中国の10兆4千億ドルと韓国の1兆4千億ドルから

なる巨大な市場が東アジア地域に誕生することになる。これは東アジア地域において今後

のFTA交渉に重要な意味も持っている。

＜表3＞　中韓FTA交渉過程

内容

2004年9月 中韓通商大臣会談、民間共同研究に合意

2005年 – 2006年 中韓FTAの民間共同研究

2007年 – 2010年 中韓FTAの産官学共同研究

2010年 – 2012年 中韓FTAの政府間事前協議及び実務協議

2012年5月 中韓FTAの交渉開始宣言(北京)
2012年 – 2014年 第1次－第14次の交渉開催

2014年11月 交渉妥結宣言(北京)
2015年2月 中韓FTAの仮署名

2015年6月 中韓FTAの署名

資料：韓国産業通商資源部(2015)http://www.fta.go.krより作成。

中国のFTA推進の目的は外交政策の下、東アジア諸国との友好的なパートナーシップ関

係を築き、2020年まで｢小康社会建設｣という目標を達成するための安定的な経済成長を持

続させることである。現在、中国の外交政策の中で最も重要な指針は、東アジア諸国また

は地域協力体との経済協力を強化することである(流重力・杨宏、2012)。このような外交

政策の下で、中国が韓国とのFTAを締結したことは経済的な側面で次のような意味がある

といえる。第一に、中国は中韓FTAを通じて、産業構造の高度化を図ろうとしている。欧

米の先進国に比べて受け入れやすい技術を持つ韓国を介して産業高度化を遂げ、産業の国

際競争力を強化しようとする意図がある(Lee Jang-Gyuほか、2006)。第二に、中韓の貿易不

均衡を緩和しようとする目的がある。中国は中韓FTAを通じた貿易紛争や貿易不均衡問題

を解消しようとしている。第三に、韓国はすでに米国とEUとFTAを締結した唯一の国であ

るため、韓国を輸出の前哨基地とし、米国とEU諸国と通商摩擦を避けながら輸出を増大し

2) 韓国はFTA締結国との交易総額の割合において、中国は21.9%、日本は18.9%である。
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ようとする戦略を持っている。

また、中国は中韓FTAを経済的な側面だけでなく、他の戦略的な意図が強いといえる。国

際通貨基金(IMF、2015)の統計によると、2014年の中国のGDPは10,355億ドルであり、韓国

は1,449億ドルで、韓国の経済規模は中国の1/7で、韓国が中国の輸出規模に占める割合は4.

3％に過ぎない。したがって、中国の中韓FTA締結は別の意味があるとえよう。中国が今ま

でより高い水準の中韓FTAを積極的に推進したことを見ると、米韓FTA締結の後、北東アジ

ア地域では米国の影響力拡大にけん制の意味があるということである。特に中国が推進中

の多くのFTAは、経済的効果が微弱なことで、その目的が経済的な利益よりも長期的な視点

から中国の戦略的価値を高く評価したと見られる(Lee Chang-Soo・Lee Jang-Gyu、2007)。

中国の中韓FTA締結の戦略的意図としては、まず中国が中韓FTAをきっかけにウォンと

人民元の直接取引市場を形成しようとする点が挙げられる。中国は長期的に人民元をドル

に相応する世界の基軸通貨にしようとしている。現在、中韓の貿易取引規模が大きいにも

かかわらずドル決済比率が依然として高く、人民元決済の割合はまだ低いレベルである(す

べての戦いニュース、2015.5.4.)3)。したがって、中国は中韓の貿易決済に人民元の比率を

伸そうとする意図がある。第二に、中国が提案しているアジアインフラ投資銀行(AIIB：

Asian Infrastructure Investment Bank)に韓国を参加させることによって相互関係を強化しよう

とする意図4)がある(毕颖达、2015)。第三に、米国主導のTPPに日本が参加したことでまず

韓国と緊密に連携する必要がある。中国は東アジア地域の新たな経済秩序形成において、

日本と米国との主導権争いから有利な立場を占めようとしている。第四に、中国は東アジ

ア地域においてFTA枠組みのベースをASEAN＋3と日中韓FTAに置いてある。中国がいまま

でより高い水準の中韓FTAを先に締結することは、日本FTA政策に影響を与え、日中韓FTA

の推進を早めたい戦略の一環として見ることができる。もし東アジア地域の経済統合で経

済大国である日本が陥った場合、その意味が薄くなることは明白であるためである。

韓国の立場から見れば、中国とのFTA締結は経済的な側面が非常に重要である。韓国は

2014年の貿易依存度(2014年の国内総生産は1,449,500百万ドル、輸出572,665百万ドル、輸

入525,515百万ドル)は75.8％で、韓国経済にとって中国との貿易は非常に重要である(韓国

貿易協会、2015)。韓国の貿易相手国として中国は韓国の貿易総額に占める割合が25.4％

3) 現在の韓国企業の人民元による貿易決済は2％以下である。

4) 中国は、AIIBの設立で｢新シルクロード｣という一帶一路のプロジェクトに必要な資金問題を解消

し、このプロジェクトの影響にある国と地域を中心に大規模の経済圏を形成しようとしている。現

在、韓国を含む主要先進国57カ国がこれに参加しているが、日本と米国は参加していない。
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で、第2位の米国13.0％の約2倍であり、貿易収支においても2013年に628億ドルの黒字を記

録している(Trade Brief、2014)。

しかし、最近、中国の全体の輸出傾向が鈍化しており、中間財の自給能力拡大により、

韓国の対中国輸出傾向も弱化されている。特に、中国政府が加工貿易を一般貿易に転換し

ようとする政策によって、加工貿易に関係する輸入総額の割合が、2007年に38.9％から

2013年25.6％まで減少した(Trade Brief, 2014) 5)。したがって、韓国は中国の加工貿易の縮小

による輸出の衝撃を緩和し、輸出基盤を強化する必要がある。中韓両国間の経済交流が深

まり、中国は韓国の第2の投資対象国となり、中国に約2万個の韓国系企業が進出し、韓国

の中国への投資累積総額は2014年第2四半期までに636億ドルに達し、40万人に達する韓国

人が中国に進出している(Trade Brief、2014)。中韓FTA締結は、対中国投資環境の改善と韓

国の投資家保護に役立つものと期待されている。

また、中韓FTAが最終消費財に対する関税切り下げ効果で価格競争力が改善されれば、

韓国が中国の国内市場を確保したことに大きな意義がある。何よりも韓国が重要視される

ことは、中韓FTAを介して中国の産業構造が製造業中心からサービス産業を中心に変化さ

れ、中国サービス市場の先行獲得効果が期待できるからである(Trade Brief、2014)6)。

以上のような経済的な側面に加えて戦略的な側面で、中韓両国は中韓FTAを介して戦略的

協力パートナー関係を強化し、韓半島の平和と統一に寄与することができるということもあ

る。韓国はすでに巨大経済圏であるEUと米国とFTAを締結し、最後に残った経済大国である

中国とのFTAを締結することで、韓国が追求してきたFTAにおいてグローバル的なハブ戦略

を完成させる意味もある。韓国は中国とのFTA締結を通じてAPECの最終目標であるアジア太

平洋自由貿易地帯(FTAAP)の推進においても有利な地位を確保したといえよう。

4. 中韓FTA締結が日本FTA政策に及ぼす影響

中韓FTAの主な内容は、今後20年以内に関税軽減及び撤廃、ただし自動車や米は対象か

ら除外した。商品取引の自由化率は交易品目数基準で90％、貿易額ベースで85％程度であ

5) 中国の輸入総額のうち、韓国からの加工貿易が占める割合は47.6％で他の競争国に比べて高い比重を

占めている。

6) 中国のGDPのうち、サービス産業が占める比重は2005年40.5％から2013年46.1％まで拡大された

(Trade Brief, 2014)。
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る。両国は、物品、サービス、投資などの17分野に合意し、特に電子商取引、競争政策、

政府調達、環境などのサービス部門と投資部門においてはネガティブ方式を採用し、内国

民優遇原則は交渉を継続することにした。

中国市場において韓国は日本が大きな競争相手国である。韓国は対中国輸出で日本と重

複する商品が上位20品目のうち、10品目で対中国輸出総額の45.7％に達する(Ji Man-Soo、

2008)。また、＜表4-1＞にあらわしたように、中国の輸入市場で韓国と日本の主要輸出品

目の上位10品目のうち、8品目が重複する商品で韓国と日本の対中国輸出品目がほぼ一致し

ているといえよう。

＜表4＞中国市場における日韓10大輸出品目(2012年)
(単位：百万ドル)

日本 韓国

順位 コード 品目 輸出金額 コード 品目 輸出金額

1 85 Electrical machinery & 
equipment & parts thereof 45,846 85 Electrical machinery & 

equipment & parts thereof 65,355

2 84
Nuclear reactors, boilers, 
machinery & mechanical 
appliances parts thereof

35,945 90
Optical, photographic, 
cinematographic, measuring, 
checking, precision, medical

24,751

3 90
Optical, photographic, 
cinematographic, measuring, 
checking, precision, medical

16,744 84
Nuclear reactors, boilers, 
machinery & mechanical 
appliances parts thereof

14,158

4 87
Vehicles other than railway 
or tramway rolling-stock & 
parts thereof

15,429 29 Organic chemicals 13,736

5 39 Plastics & articles thereof 10,795 39 Plastics & articles thereof 11,596

6 72 Iron & steel 9,121 27
Mineral fuels.mineral oils, 
bituminous substances, 
mineral waxes

11,536

7 29 Organic chemicals 8,093 87
Vehicles other than railway 
or tramway rolling-stock & 
parts thereof

4,446

8 74 Copper & articles thereof 4,191 72 Iron & steel 4,087

9 38 Miscellaneous chemical 
products 3,122 74 Copper & articles thereof 2,667

10 73 Articles of iron or steel 2,735 40 Rubber & articles thereof 1,422
合計 177,727 合計 177,727

資料：韓国貿易協会(2015) http://stat.kita.netより作成。
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中韓FTA締結について、日本は中国市場で韓国と競争する品目があっても関税撤廃時期

が長期的であるということと、多くの日本製品が基本的に現地生産になっていることか

ら、日本経済に大きな影響はないと見ている。しかし、中国の主要な輸入相手国が日本、

台湾、韓国、米国、ドイツの5カ国に変化はないが、中国の最大の輸入国順位が第１位で

あった日本が2013年から韓国に第１位の座を譲っている(韓国貿易協会、2015)。これは韓国

が日本に比べて対中国輸出において競争力を高めているということを反証するものであ

り、これからさらに強化されると見られる。中国の輸入において日本が占める割合は、2000

年に18.4％から2014年に8.3％まで大きく低下した。また、中国の日本への輸出割合が16.7％

で6.4％に急激に減り、中国と日本の貿易規模が徐々に減少していることがわかる7)。

一方、日中韓3カ国の国際分業体制の中で、日本は構造的に国際的生産ネットワークを簡

単に変更することができない状況である。現代の国際貿易の特徴は、素材や部品の取引が

最終完成品の取引よりも多い。中韓両国は中韓FTAを締結したことで、相互素材や部品の

調達がより容易になり、多くの利益を得ることができるようになった。これに関連して韓

国貿易協会によるアンケート調査結果をみると、韓国の貿易企業は下記の図のように中韓

FTA締結の前後、中国市場での日本企業との競争が緩和されるであろうと分析した。

<그림 1> 中韓FTA締結前後の中国市場での企業競争予想

(単位：％)

           注: N=525

資料: 韓国貿易協会(2015)http://www.fta.go.krより作成。

7) 2014年の中国輸入市場の占有率は、韓国が9.7%、日本が8.3%、米国が7.8%、台湾が7.7%である 

(WOW韓国経済TV、2015)。
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日本は韓国がTPPへの参加を宣言したことで、中国との接近をそれほど心配していな

かった。しかし、予想意外に中韓FTAが早急に締結されることで、日中FTAと日中韓FTA

の交渉に積極的な姿勢を示すことが難しくなった。これは、中韓FTAの締結内容が日中

FTAと日中韓FTAの交渉に影響を与えるからである。このことは、中国が意図したもので

あり、韓国の立場からも東アジア地域においてFTA交渉の主導権争いに中国との関係を強

化することで有利な位置を占めることができるからである。したがって、日本は中国の勢

力をけん制するためにも、米国が主導するTPP交渉にもっと積極的に出ざるを得なくなっ

たといえよう。一方、TPPの交渉が2015年10月初めに概ね合意したことで、日本は次にEU

とのFTA(EPA)交渉に力を注いでいるが、EUはTPPの交渉条件以上のことを考え、それほど

急がないのが現実である。したがって日本は、EUとの交渉を進める一方で、東アジア地域

との連携を強めく戦略に転じる可能性が高いと考えられる。

5. まとめ

21世紀に入って、中国の経済力が急速に成長し、中国を含む東アジア地域が世界経済の

中心地になった。このように経済的な重要性がますます高くなっている東アジア地域にお

いて、中国が地域経済統合を主導しようとしている。これに対して、米国はアジア戦略を

転換し、中国の浮上をけん制しようとする政策を展開している。米国はアジア諸国との軍

事と安全保障の同盟関係を強化するとともに、中国主導のRCEPをけん制するためにTPPを

積極的に推進しているとも解釈できる。

日本はバブル経済崩壊の後、長い低成長とデフレ状態に置かれている。現在の自民党政

権が誕生し、デフレ脱出のために、無制限の通貨量供給、ゼロ金利政策の維持、外国為替

の円安誘導、公共事業の拡大などを柱とするアベノミクス(Abenomics)という総合経済対策

を実施している。そして対外的には、米国主導のTPPに参加することで日本経済回復の足

場をつくるとともに、中国の威嚇に対応して安全保障を強化しようとしている。また、

TPPへの参加を通して米国とともにアジア太平洋地域においてFTA交渉の主導権を確保しよ

うとしている。

中国は、米国のアジア戦略に対応するために近隣諸国との良好な関係の維持が必要に

なった。特に中国は北東アジア地域で韓国が米国との軍事同盟関係にあるにもかかわら
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ず、中国との経済的な密接性と朝鮮半島の平和のために共同利益を共有することができる

と判断したと見られる。すなわち、中韓両国の関係は、互いに必要なものを補完すること

ができ、経済的な利益と戦略的な協力関係が可能であると判断したものである。このよう

な意味で中韓関係をさらに強固にするために、制度的協力関係を持つFTAを推進すること

になったと見られる。また、中国はアジアインフラ投資銀行(AIIB)、ブリッグス危機対応

基金(CRA)、シルクロード基金などの利益共同体を介して、東アジア地域の国々との新た

な協力関係を形成し、米国に対応しようとしている。

一方、韓国は米国とEU、中国などの巨大市場をFTA締結によって確保するとともに、

FTAを通じた輸出主導の経済体制を強化したと見られる。特に韓国の貿易構造上、中国と

の比重が高まった状況の下で、中韓FTAの締結は大きな意味がある。また、韓国がTPPへの

参加を決定したにもかかわらず、韓国が中韓FTAを早急に締結したことで、東アジア地域

におけるFTA枠組みの主導権争いにパートナーとして中国を想定したとも解釈することが

できる。そうすることで、日中韓FTA交渉を有利な立場で導くことができ、中断されてい

る日韓FTA交渉問題も解消することができると判断したと見られる。しかし、韓国は日本

との歴史認識や領土の問題で外交関係が困難な状況にあり、日本とのFTA交渉は最大限に

活用することができないであろう。

日本は貿易構造が変化する過程で東アジア地域の重要性がますます高まることは現実で

あり、経済成長の動力を確保するためにも中国の巨大市場の確保が非常に重要であること

は変わりがない。現在、中国市場で日本の主要な競争相手国は韓国であるが、中韓FTAの

締結により、韓国が中国市場で日本より競争優位性を先取りすることになった。日本がこ

れを克服するためには日中韓FTAを推進することであるが、現在交渉中のTPPとの関係もあ

り、積極的に推進ことはできないと思われる。したがって、日本は中韓FTAが締結された

ことで東アジア地域での弱化された主導権競争力を補うため、米国の主導するTPPをさら

に積極的に加速させると予想される。日本は日中韓３カ国の経済協力が日本企業のサプラ

イチェーンの観点から非常に重要であることを知っている。しかし、日本は東アジア地域

におけるFTAに関係する新たな地域経済秩序の形成に中国と主導権争いの関係にあり、中

国と韓国に領土や歴史認識の問題について共通の対立状況にあることで、両国とのFTA交

渉は困難な状況とみられる。したがって、中韓FTAの締結は日本FTA政策に少なからぬ影

響を与えることは確実であり、今後の日中関係と日韓関係について、どのようなアクショ

ンをとるかが注目される。
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<要旨>

東アジア地域における中韓FTA締結と日本FTA政策への影響

21世紀に入って、中国の経済力が急速に増強し、中国を含む東アジア地域が世界の経済中心地に位置している。東ア
ジア地域は中国を中心に地域経済統合が進められているが、米国はこれに対応するためにTPPを積極的に推進してい
る。韓国と中国は相互の戦略的価値と経済的利益をさらに強固にするため、制度的協力関係を持つFTAを締結すること
になった。

日本は、長期間低迷している経済成長の動力を確保するため、中国との経済協力が切実である。しかし、今回の中韓
FTA締結により、中国市場において競争関係にある韓国に先取りされた感じである。東アジア地域における主導権競争
の中で、日本は中韓FTAの締結によるの競争力低下を補うとの戦略的利益を確保するために、米国との政治的、経済的
協力を一層強化されることが予測される。したがって、日本は米国主導のTPPをもっと積極的に加速させると見られ
る。今後、東アジア地域においては、米国と日本の主導するTPPと中国の主導するRCEPとの競争が激しくなると予想さ
れる。

Impact on Japan’s FTA Policy by the China-Koea FTA in East Asia Region

In the 21st century, China’s economy is growing very rapidly and is in a center of East Asian region. China is actively 
promoting the East Asia regional economic integration, in the other hand, the United States is promoting the TPP in order 
to respond to China. China and Korea have been cooperating to promote a FTA with the institutional form to deepen mutual 
strategic value and economic benefits.

In order to ensure economic growth from the long-term recession, Japan needs a stagnant economic cooperation with China, 
but the competitiveness of Japan in China was weakened by the signing of the China-Korea FTA. Japan is expected to strengthen 
the political and economic cooperation with the United States in order to remake up for the competitiveness in East Asia. In 
the future, Japan, the United States and China are to accelerate even more aggressively to take the initiative of FTA in East 
Asian region.




